
生活困窮者自立支援を軸に
地域における生活保障を前進させよう

5

「横結の仕組みと人財」

「地域共生社会を問いかけて」
　制度改正では、生活困窮者自立支
援の基本理念の規定を創設し、定義
規定を見直すことで抑制的な運用に
ならないような明示をした。地域社会
のなかでどう関係をつくっていくかが
柱となる。
　地域共生社会を築き合うために
は、知っている人の関係ができなけれ
ば地域共生社会はつくれない。社会
にまちをつくるためのしかけに取り組
むことが大事ではないか。

　自立の反対概念は依存ではなく、孤立だ。人は他の人と生きるしか生きようがな
い。どう関係性を築き、維持するのか。
　今回の生活困窮者自立支援法の改正で大事なのは、基本理念に「尊厳」と「社
会的孤立」が入ったことだ。経済的困窮の前、あるいは同時に、社会的孤立が進ん
でいる。そのプロセスをきちんと捉えなければ、問題は解決できない。

　生活困窮者自立支援法は、一般的なタテの秩序ではなく、ヨコにつながる「横
結」の関係を想定している。ヨコにつなぐのが上手な「横串人材」たりうるのは、人
の感情を読み取り、人の可能性を引き出せる能力(SI＝社会的知性)をもつ人だ。そ
うした「希望活動人口」を日本社会に増やしたい。

　ホームレス支援を30年続けるなかで、大
きな課題であった「孤立」の概念が法律に
入ったことを評価したい。支援＝課題解決
ではなく、つながることが支援。第２、３の
危機がきたときにいかにつながりの関係が
できているか。
　障害のある子どもの母親は、「不幸では
ないが大変だった。その大変さを知ってほ
しい」と言った。大変だけどやる、不幸と大
変を分別し、大変だけどやることが幸せで
あり、地域共生社会だと考える。
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　銀行員時代に、多重
債務で困窮状態の方
やそのご家族の状態を
知って以降、その課題
解決のために動き、先
日の通常国会では自由
民主党の困窮者対策プ
ロジェクトチーム事務
局長を務め、法改正に
取り組みました。皆さん
と力を合わせて、誰も
が社会参加して自立し
て暮らすことのできる
社会の実現に向けて頑
張ってまいります。

　先の国会で法改正で
きたことは現場の皆様の
おかげです。現場の実践
から有意義な議論がで
き、「社会的孤立」という
ことを制度に位置づける
ことができました。各地
の災害発災により、この
制度の重要性を痛感して
います。来年４月の居住
支援と子ども学習・生活
支援の全面施行に向け
て、しっかり中身を詰め、
今後も進化させていきた
いと思います。

　私が薬害エイズの
被害者として、勝てな
いと言われた裁判を
起こしたのは、「健康
で文化的な最低限度
の生活を営む権利」
と生活保護法の内
容について争った朝
日訴訟がモデルでし
た。皆さんから声をい
ただいて、生活困窮
者自立支援法をよりよ
くしていくために励み
たいと思います。

　生活困窮者自立支
援制度は、私たちが生
み育てた制度だと思っ
ていますし、子どもの
貧困の取り組みをリー
ドしてきました。任意
事業である就労支援
と一時生活支援事業
を必須事業にするの
が喫緊の課題です。誰
もが排除されない社
会づくりのために、現
場に足を運び、求めら
れている答えを一緒に
考えてまいります。

　2018年11月10日（土）10～11時、熊本県立劇場大会議室にて、
一般社団法人生活困窮者自立支援全国ネットワーク第五期社
員総会を開催しました。
　社員64人のうち本人出席30人、書面議決書６人、委任出席
19人で、合計55人が出席され、本総会が有効に成立しました。
　議長の宮本太郎中央大学法学部教授（一般社団法人生活困
窮者自立支援全国ネットワーク代表理事）のもと、「第一号議案　

平成29年度活動報告承認の件」「第二号議案　平成29年度決算
報告承認の件、監査報告」「第三号議案　役員選任の件」「第
四号議案　平成30年度活動方針決定の件」「第五号議案　平成
30年度予算決定の件」が行われ、すべて承認可決されたことを
報告いたします。
　なお、議案書につきましては、生活困窮者自立支援全国ネッ
トワークのホームページ上にアップロードする予定です。

　一人ひとりが支える側・支えられる
側という役割転換が行われるところに
地域共生社会はあるのではないか。
高齢者・障害者・子ども・若者など、
多様な人たちが生きる地域で私たち
がどうなじみあうかという共生が必要
で、そのなかに孤立の問題があること
を忘れてはならない。一方で、一人ひと
りの独自性も担保しつつ、地域の課題
を見つけて引き出していく視点が大切
だ。

NPO 法人おーさぁ　
健軍くらしささえ愛工房　
理事長

小笠原嘉祐さん

一般社団法人生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事　

宮本太郎さん（中央大学法学部 教授）

　今年６月の法改正で、生活困窮者自立支援法第２条の理念
が明確に書き込まれました。困窮と孤立の問題に取り組む経
験とエネルギーを充当し、また発展させていく場として、２
日間の大会をぜひ楽しんでください。

厚生労働大臣　

根本匠さん（厚生労働省社会・援護局局長 谷内繁さん代読）

　6月の法改正で、自立と尊厳、就労、つながりづくりと地
域づくりを明確に位置づけました。人が人を支える仕組みと
して、地域共生社会の中核をなすよう着実にすすめてまいり
たく、2日間実り多い時間を過ごされることを願います。

厚生労働省　
社会・援護局　局長　
谷内繁さん

東京大学　名誉教授

大森 彌さん

生活困窮者自立支援全国
ネットワーク代表理事

奥田知志さん

開会のごあいさつ

一般社団法人生活困窮者自立支援全国ネットワーク第五期社員総会　報告

熊本県知事

蒲島郁夫さん（熊本県健康福祉部 部長 古閑陽一さん代読）

　熊本地震の発災時より全国から多大なるご支援をいただ
き、深く感謝を申し上げます。熊本県下では自治体と連携し
て、平成27年度から生活困窮者自立支援に積極的に取り組み、
進学準備給付金も独自に行っています。現場のご苦労も多い
と思います。この大会で交流し、支え合う場となることを期
待します。

熊本市長 　　

大西一史さん

（熊本市健康福祉局 局長 池田泰紀さん代読）
　皆様には自立支援のために昼夜を問わずご尽力いただき、
感謝を申し上げます。支援者、学識者、自治体などが一堂に

会するこの大会が、よりニーズにあった支援となるべく、見
識と連携を深める場となることを願っています。

熊本学園大学 学長

幸田亮一さん（社会福祉学部長 教授　山崎史郎さん 代読）

　今日の社会情勢を鑑み、立場や職種を越えて課題解決の
ための議論を深めることが重要です。その大切な役割をこの
大会が担い、皆様がさまざまな着想を得て、有意義な２日間
となることを願っています。

熊本県営業部長兼しあわせ部長の
くまモンも登場！会場が湧きました
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参加者の声

V O I C E

民生委員の父・林市蔵さん熊本は路面電車のまち

熊本 PHOTO

大会速報２号はいかがでしたか。当日11人の参加
者を加え、1,009人の参加者のみなさまをお迎えす
ることができました。大会速報３号は、２日目の内
容を盛り込んで、後日、生活困窮者自立支援全国
ネットワークホームページにアップをいたします。ど
うぞお楽しみに！

（文責　事務局編集部）

編集後記

「新生活困窮者自立支援法で何が変わったのか」

「生活支援と生活困窮」

徹底討論パート1

徹底討論パート2

市川市生活サポートセン
ターそら（so-ra）　主任
相談支援員　社会福祉士

朝比奈ミカさん

NPO法人
NPOスチューデント・サポート・
フェイス　代表理事

谷口仁史さん

NPO 法人
にしはらたんぽぽハウス 
施設長

上村加代子さん

生活困窮者自立支援全
国ネットワーク顧問　 

村木厚子さん

日本労働者協同組合連合会　
専務理事
田嶋康利さん

厚生労働省　社会・援護局
地域福祉課　生活困窮者自
立支援室　室長
野﨑伸一さん

グリーンコープ生活協同
組合連合会　常務理事・
生活再生事業推進室長
行岡みち子さん

ルーテル学院大学　
名誉教授
和田敏明さん

東近江市社会福祉協議会 
在宅福祉課課長　
眞弓洋一さん

鳥羽市健康福祉課 課長
補佐兼社会福祉事務所次長　　
齋藤　猛さん

　孤立の問題が社会化されて法に書かれたこと
は、社会的な合意になったことで大きな意義が
ある。生活困窮者自立支援が縦割りではなく、
セーフティネットとしてどう機能しているかが問わ
れている。ソーシャルワークのそもそもの機能が
問い直されている契機にこの制度があると感じ
ている。人材を育て、キャリアを保障し、当事者
に近い人たちも含めて支援体制のなかに多様性
をどう保障していくのか、チャレンジすべき課題
である。

　NPO法人で困難を抱える子ども・若者
のワンストップサービスを提供している。
縦割り対応には限界があり、アウトリーチ
で社会参加から自立までの支援をしてい
る。生活困窮者に寄り添う視点を社会的
に明確化し、学習生活支援への改正は自
立の基盤に重きを置く点で評価できる。
掘り起こされた課題は深刻化、複雑化さ
れているが、事業評価の仕組みはまだ不
十分であり、就職や進学率など単純化し
た数字でのプロポーザルでの危険性も感
じている。

　熊本県西原村で、「仕事づくり」「居場所
づくり」そして障害等への理解をすすめる
「心づくり」に取り組んでいる。障害、とじ
こもり、アルコール依存、認知症、触法、生
活困窮などさまざまな人と農作業、食堂、
こども食堂、不登校への支援、仮設住宅へ
の移動販売などを行う。３食を200円で食
事提供することで、生活保護に頼らずにな
んとか暮らせる環境を実現。多様性柔軟
性のあるNPOとして子どもが笑える場所、
大人がほっとする場所をつくっていきた
い。

　地域によって課題やニーズ、社会資源は違うので、自分のまちに
あった地域づくりを考えていく必要がある。今日の３者のように分権
的、創造的であることが大切。

　働くことを軸とした地域づくりに取り
組み、当事者団体として当事者主体、
市民参加、市民の課題にどう向き合
うかを考えている。自立支援は貴重な
人材の発掘であり、協同労働という地
域づくりの担い手だ。市民社会のなか
で、排除しない・孤立しない地域をつ
くろうという人をどう増やしていくのか
が最大のテーマである。

　生活困窮者自立支援制度は、地域共生社会を
実現するための中核となる。現場と交流しながら発
展と進化に取り組んでいきたい。任意事業を実施
している自治体では支援の効果がより表れている
が、地に足のついた任意事業をどう普及させていく
かが課題になっている。
　個別支援から資源を開発していくなかで、地域
資源とつながり、地域に価値を見出していく地域づ
くりの取り組みが生まれてきた。事業のアウトプット
と並行して個人・世帯・地域にどういう変化がうま
れたのかを明らかにすることがこの事業の本当の
価値だと思っている。

　多重債務問題の解決のために始
まり、相談者の社会的孤立、経済的
困窮から生活基盤を立て直すお手
伝いをしている。本人のみならず家
族に多様な課題があることがわか
り、事業が広がっていった。支援者
にとっても、相談者の役に立てたと
いう成功体験が大事。成果を見える
化し、できたことを意識することも重
要である。

　見えにくい課題に取り組み、
理解が進まないジレンマを抱え
ていると思う。変化や成果を見
える化し、職員のキャリア形成
や発展が課題。
　この制度が日本全国に広が
り、定着をしていくためには、自
治体それぞれの取り組みも大
事だが、都道府県が一緒になっ
て事業を進めるために取り組
みをどう進めていくのか、その
役割も問われている。

　滋賀県東近江市では、地域福祉活
動計画に基づき、市内14地区で定期的
に懇談会を開き、実践に結び付けてき
た。住民からのお米や缶詰などの寄付
を現物支給したり、民生委員自身の悩
みから「生活支援サポーター」が生ま
れるなど、住民の能動的な活動に支え
られている。社協が小さな仕事と当事
者を結びつける受け皿となったり、制
度やサービスの利用で地域から孤立し
ないよう、専門職が地域へつないでい
く役目も必要。

　観光が基幹産業である三重県鳥羽市
は、旅館などで住み込みで働く就労者が
多く、高齢による退職で収入と住まいを
失って困窮に陥る人が多い一方で、観光
産業の労働力の確保が課題となってい
る。「とばびと活躍プロジェクト」は、「働
く」をキーワードに庁内連携をすすめ、ラ
イフワークに応じて見える化、アクション
プランを考え、課題解決を目標にしてい
る。わがまちの社会資源にあわせて、ま
ずは自分自身が動いて横につながってい
きたい。

次回開催のお知らせ
第６回生活困窮者自立支援全国研究交流大会を2019年11月９日
（土）、10日（日）、仙台市の開催を予定しておりますが、同日に仙
台市で10,000人規模の世界防災フォーラムの開催が2018年11月
16日に発表されたため、大会の日程変更を検討しております。詳
細は、決定しだいホームページなどでお知らせいたします。

●パネラー

●パネラー

●コーディネーター

●コーディネーター
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社会福祉法人大田市社会福祉協議会（島根県）　生活支援課　主事
島田　奨馬さん

鳥取市人権福祉センター　
東谷　真由美さん

社会福祉法人半田市社会福祉協議会（愛知県）
上口　美智代さん

　地域連携、関係者連携について、できているところと
できていないところの差があるので、この大会で学んだ
ことを地元に持ち帰り、何ができるのか自分なりに考え
て、他の職員と共有したいと思っています。

　隣保館で小さな地域に出かけ、お話を伺う仕事をしています。この大会で、全国から
集まった方々に出会えることが一つの楽しみです。大会でヒントをいただき、地域に持
ち帰れたらと思っています。

　今年、初めて参加しました。登壇されている皆さんだけでなく、参加された皆さんの
活動もぜひお聞きしたいと思っています。居住支援を担当しているため、それに関する
セッションはとても楽しみです。

一般社団法人パーソナル・サポート・センター（PSC)
仙台市生活自立・仕事相談センター「わんすてっぷ」相談支援員　
主任　荒井　仁さん

　PSCは、東日本大震災で避難所の運営支援や仮設住宅支援をとおして、自立支援に
携わってきました。被災者支援と生活困窮者自立支援は、就労支援で重なる部分があり
ます。２日間で多くの実践から地域でのつながりづくりについて学び、来年度の仙台開
催にもつなげていきたいと思います。


